
4 訪問看護費  
（1）「通院が困難な利用者」について  

訪問看護費は「通院が困難な利用者」に対して給付することとされ  

ているが、通院の可否にかかわらず、療養生活を送る上での居宅での  

支援が不可欠な者に対して、ケアマネジメントの結果、訪問看護の提  
供が必要と判断された場合は訪問看護費を算定できるものである。  

「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサービスが担  
保されるのであれば、通院サービスを優先すべきということである。  

（2） 訪問看護指示の有効期間について  

訪問着護費は、訪問看護ステーションにあっては、主治の医師の判  
断に基づいて交付（二か所以上の訪問看護ステーションからの訪問看  

護の場合は各訪問看護ステーションごとに交付）された指示書の有効  

期間内に訪問者護を行った場合に算定する。  

4 訪問看護費  

（1）「通院が困難な利用者」について  

訪問看護費は「通院が困難な利用者」に対して給付することとされ  

ているが、通院の可否にかかわらず、療養生活を送る上での居宅での  

支援が不可欠な者に対して、ケアマネジメントの結果、訪問看護の提  

供が必要と判断された場合は訪問看護費を算定できるものである。  

「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサービスが担  

保されるのであれば、通院サービスを優先すべきということである。  

（2） 訪問看護指示の有効期間について  

訪問看護費は、訪問看護ステーションにあっては、主治の医師の判  
断に基づいて交付（二か所以上の訪問看護ステーションからの訪問看  

護の場合は各訪問看護ステーションごとに交付）された指示書の有効  

期間内に訪問看護を行った場合に算定する。なお、当該訪問看護に係  

る指示料は、介護老人保健施設からの退所暗君しくは介護療養型医療  

施設からの退院時に係るものを除き、医療保険に請求すべきものであ  

ること。  

なお、医療機関にあっては、指示を行う医師の診療の日から一月以  

内に行われた場合に算定する。別の医療機関の医師から診療情報提供  

を受けて、訪問看護を実施した場合には、診療情報提供を行った医療  
機関の医師による当該情報提供の基礎となる診療の日から一月以内に  

行われた場合に算定する。  

（3）二○分未満の訪問の算定について  

二○分未満の訪問は、日中等の訪問における十分な観察、必要な助言   

・指導が行われることを前提として行われるものであり、したがって、  

訪問看護計画上も一月を通じて二○分未満の訪問のみが設定されるこ  

とは適切ではなく、日中における訪問と併せて設定されること。  

（4）理学療法士等の訪問について  

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この項において「理学  

療法士等」という。）による訪問看護は、その訪問が看護業務の一環と  

してのリハビリテーションを中心としたものである場合に、保健師又は  

なお、医療機関にあっては、指示を行う医師の診療の日から一月以   

内に行われた場合に算定する。別の医療機関の医師から診療情報提供   

を受けて、訪問看護を実施した場合には、診療情報提供を行った医療   
機関の医師による当該情報提供の基礎となる診療の日から一月以内に   

行われた場合に算定する。  

（3）二○分未満の訪問の算定について  

二○分未満の訪問は、日中等の訪問における十分な観察、必要な助言   

・指導が行われることを前提として行われるものであり、したがって、   

訪問看護計画上も一月を通じて二○分未満の訪問のみが設定されるこ   

とは適切ではなく、日中における訪問と併せて設定されること。  

（4）理学療法士等の訪問について  

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この項において「理学   

療法士等」という。）による訪問看護は、その訪問が看護業務の一環と   

してのリハビリテーションを中心としたものである場合に、看護職員の   

代わりに訪問させるという位置付けのものである且＿   畳遷座の代わりに訪問させるという位置付けのものであ  り、したがっ  

て、訪問看護計画において、理学療法士等の訪問が保健師又は看護師に  
よる訪問の回数を上回るような設定がなされることは適星空星享ない旦   

なお、言語聴覚士による訪問において提供されるものは、あくまで看  
護業務の一部であることから、言語聴覚士の業務のうち保健師助産師看  

なお、言語聴覚士による訪問において提供されるものは、あくまで看  
護業務の一部であることから、言語聴覚士の業務のうち保健師助産師看  
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F勺   

護師法（昭和二十三年法律第二百三号）の規定に関わらず業とすること  

ができるとされている診療の補助行為（言語聴覚士略（平成九年法律第   

護師法（昭和二十三年法律第二百三号）の規定に関わらず業とすること   

ができるとされている診療の補助行為（言語聴覚士法（平成九年法律第   

百三十二号）第凶十二条第一項）に限る。  

（5）末期の悪性腫瘍の患者等の取扱いについて  

末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等（二十三号告示第   

三号を参照のこと。）の患者については、医療保険の給付の対象となる   

ものであり、訪問看護費は算定しない。  

（6）二人の看護師等が同時に訪問看護を行う場合について  

二人の看護師等が同時に訪問看護を行う場合においても、一人の看護   

師等が訪問看護を行った場合の所定単位数を算定するものとする。  

百三十二号）第四十二条第一項）に限る。  
（5）末期の悪性腫瘍の患者等の取扱いについて  

末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等（二十三号告示第   

三号を参照のこと。）の患者については、医療保険の給付の対象となる   

ものであり、訪問看護費は算定しない。  
（6）二人の看護師等が同時に訪問看護を行う場合旦迦基について   

① 二人の看護師等が同時昭  

利用者を一人が支持しながら、必要な処置を行う場合等、一人で看護  
を行うことが困難な場合に算定を認めるものであり、これらの事情が  
ない場合に、単に二人の看護師等が同時に訪問者護を行ったことのみ  

をもって算定することはできない。   

② 訪問を行うのは、両名とも保健師、看儀師、准看護師又は理学療億  
士、作業療法士若しくは卿  

（7）居宅サービス計画上准看護師の訪問が予定されている場合に准看護   

師以外の看護師等により訪問看護が行われた場合の取扱い  

居宅サービス計画上、准看護師が訪問することとされている場合に、   

事業所の事情により准看護師以外の看護師等が訪問する場合について   

は、所定単位数に一00分の九○を乗じて得た単位数を算定すること。   
また、居宅サービス計画上、准看護師以外の看護師等が訪問することと   
されている場合に、准看護師が訪問する場合については、准看護師が訪   

問する場合の単位数（所定単位数の一00分の九○）を算定すること。  

（8）早朝・夜間、深夜の訪問看護の取扱い  
訪問介護と同様であるので、2（11）を参照されたい。なお、二○分未   
満の訪問の場合についても、同様の取扱いとする。  

（9）特別地域訪問看護加算の取扱い  

訪問介護と同様であるので、2（12）を参照されたい。  
なお、当該加算は所定単位数の一五％加算としているが、この場合の   

所定単位数には緊急時訪問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア   
加算を含まないこと。  

（10）注6について   

（7）居宅サービス計画上准看護師の訪問が予定されている場合に准看護   

師以外の看護師等により訪問看護が行われた場合？取扱い  

居宅サービス計画上、准看護師が訪問することとされている場合に、   

事業所の事情により准看護師以外の看護師等が訪問する場合について   

は、所定単位数に一00分の九○を乗じて得た単位数を算定すること。   

また、居宅サービス計画上、准看護師以外の看護師等が訪問することと   

されている場合に、准看護師が訪問する場合については、准看護師が訪   

問する場合の単位数（所定単位数の一00分の九○）を算定すること。  

（8）早朝・夜間、深夜の訪問着護の取扱い  

訪問介護と同様であるので、2（11）を参照されたい。なお、二○分未   

満の訪問の場合についても、同様の取扱いとする。  

（9）特別地域訪問看護加算の取扱い  

訪問介護と同様であるので、2（12）を参照されたい。  

なお、当該加算は所定単位数の一五％加算としているが、この場合の   

所定単位数には緊急時訪問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア   

加算を含まないこと。  

訪問介護と同様であるので、2（13）を参照されたい。   
なお、当該加算は所定単位数の一○％加算としているが、この場合些  

所定単位数には緊急時訪問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア  
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加算を含まないこ  

（11）注7について  

訪問介護と同様であるので、2㈱  

なお、当該加算は所定単位数の五％加算としているが、この場合の所   

定単位数には緊急時訪問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加   
算を含まないこL  
（12）間引こついて   
①牒矧jな管理を必要とする利用者」について  
は（14）を参照のこと  

② 当該加算については、看護師が行う賂合であっても准看護師が行  

う場合であっても、同じ単位を算定するものとすも  

』辻 緊急時訪問看護加算   

① 緊急時訪問看護加算については、利用者又はその家族等から電話  
等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応できる体制  

にある事業所において、当該事業所の看護師等が指定訪問看護を受  

けようとする者に対して、当該体制にある旨及び計画的に訪問する  

こととなっていない緊急時訪問を行った場合には当該加算の他に所  

定単位数を算定する旨を説明し、その同意を得た場合に、一月につ  

き加算する。   

② 緊急時訪問看護加算については、当該月の第一回目の介護保険の  
給付対象となる訪問看護を行った目の所定単位数に加算するものと  

する。   

③ 当該月において計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問  

を行った場合については、当該緊急時訪問の所要時間に応じた所定  

単位数（准看護師による緊急時訪問の場合は所定単位数の－00分  
の九○）を算定する。この場合、居宅サービス計画の変更を要する。  
なお、当該緊急時訪問を行った場合には、早朝・夜間、深夜の訪  

問看護に係る加算は算定できない。ただし、特別管理加算を算定す  
る状態の者に対する一月以内の二回目以降の緊急時訪問について  

は、早朝・夜間、深夜の訪問看護に係る加算を算定する。   
④ 緊急時訪問看護加算は、一人の利用者に対し、一か所の事業所に  
限り算定できる。このため、緊急時訪問者護加算に係る指定訪問看  
護を受けようとする利用者に説明するに当たっては、当該利用者に  

対して、他の訪問看護ステーションから緊急時訪問看護加算に係る  

指定訪問看護を受けていないか確認すること。  

吐吐 緊急時訪問看護加算   

① 緊急時訪問看護加算については、利用者又はその家族等から電話  
等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応できる体制  

にある事業所において、当該事業所の看護師等が指定訪問看護を受  

けようとする者に対して、当該体制にある旨及び計画的に訪問する  

こととなっていない緊急時訪問を行った場合には当該加算の他に所  

定単位数を算定する旨を説明し、その同意を得た場合に、一月につ  

き加算する。   

② 緊急時訪問看護加算については、当該月の第一回目の介護保険の  

給付対象となる訪問着護を行った日の所定単位数に加算するものと  

する。   

③ 当該月において計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問  

を行った場合については、当該緊急時訪問の所要時間に応じた所定  

単位数（准看護師による緊急時訪問の場合は所定単位数の一00分  

の九○）を算定する。この場合、居宅サービス計画の変更を要する。  

なお、当該緊急時訪問を行った場合には、早朝・夜間、深夜の訪  

問看護に係る加算は算定できない。ただし、特別管理加算を算定す  

る状態の者に対する一月以内の二回目以降の緊急時訪問について  

は、早朝・夜間、深夜の訪問看護に係る加算を算定する。   

④ 緊急時訪問看護加算は、一人の利用者に対し、一か所の事業所に  

限り算定できる。このため、緊急時訪問看護加算に係る指定訪問看  

護を受けようとする利用者に説明するに当たっては、当該利用者に  

対して、他の訪問看護ステーションから緊急時訪問看護加算に係る  

指定訪問看護を受けていないか確認すること。  
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⑤ 訪問看護を担当する医療機関にあっては、緊急時訪問者護加算の  

届出は利用者や居宅介護支援事業所が訪問者護事業所を選定する上  

で必要な情報として届け出させること。なお、訪問看護ステーショ  
ンにおける緊急時訪問看護加算の算定に当たっては、第一の1（5）  

によらず、届出を受理した日から算定するものとする。  

廷吐 特別管理加算   

① 特別管理加算については、利用者や居宅介護支援事業所が訪問看  
護事業所を選定する上で必要な情報として届け出させること。   

② 特別管理加算は、当該月の第一回目の介護保険の給付対象となる  
訪問着護を行った日の所定単位数に加算するものとする。なお、当  
該加算を介護保険で請求した場合は医療保険では重症者管理加算を  

請求しないこと（緊急時訪問者護加算と医療保険の二四時間連絡体  

制加算との関係についても同様とする。）。   

③ 特別管理加算は、一人の利用者に対し、 －か所の事業所に限り算  
定できる。なお、二か所以上の事業所から訪問看護を利用する場合  
については、その分配は事業所相互の合議に委ねられる。   

④ 「真皮を越える裾瘡の状態」と樽、N  

⑤ 訪問看護を担当する医療機関にあっては、緊急時訪問看護加算の   

届出は利用者や居宅介護支援事業所が訪問看護事業所を選定する上   

で必要な情報として届け出させること。なお、訪蘭看護ステーショ  
ンにおける緊急時訪問看護加算の算定に当たっては、  第一－1－（5）  

によらず、届出を受理した日から算定するものとする。  

廷主と 特別管理加算   

① 特別管理加算については、利用者や居宅介護支援事業所が訪問看  
護事業所を選定する上で必要な情報として届け出させること。   

② 特別管理加算は、当該月の第一回目の介護保険の給付対象となる  

訪問看護を行った日の所定単位数に加算するものとする。なお、当  
該加算を介護保険で請求した場合は医療保険では重症者管理加算を  

請求しないこと（緊急時訪問看護加算と医療保険の二四時間連絡体  

制加算との関係についても同様とする。）。   

③ 特別管理加算は、一人の利用者に対し、一か所の事業所に限り算  
定できる。なお、二か所以上の事業所から訪問着護を利用する場合  
については、その分配は事業所相互の合議に委ねられる。  

1 P r e s s u r e UIc e r o f Ad vis o r  anel）タ跡塵  
学会によるもの）工梱   
⑤解こは、速やかに医師による診  
療を受けることができるよう必要なヌ援を行うこととする。  

建迫 ターミナルケア加算   

① ターミナルケア加算については、在宅で死亡した利用者の死亡月  
に加算することとされているが、ターミナルケアを畳盈追行った日  
の属する月と、利用者の死亡月が異な冬場合には、壁土旦に算定す   

泌 ターミナルケア加算   
（D ターミナルケア加算については、在宅で死亡した利用者の死亡月  

に加算することとされているが、ターミナルケアを行った目旦三月＿些  

末日の場合であって、利用者の死亡月がその翌月である場合には、  

．‾や   

ターミナルケアを行った日の属する月に算定することとする。  ることとする。  

② ターミナルケア加算は、一人の利用者に対し、－か所の事業所に   
限り算定できる。  

③ ターミナルケアの提供においては、次に掲げる事項を訪問看護記   

録書に記録しなければならない。   

ア 終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護についての記録   

イ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及び  

これに対するケアの経過についての記録   

ウ 看取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて利用者及  

② ターミナルケア加算は、一人の利用者に対し、一か所の事業所に   
限り算定できる。  

③ ターミナルケアの提供においては、次に掲げる事項を訪問看護記   

録書に記録しなければならない。   

ア 終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護についての記録   

イ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及び  

これに対するケアの経過についての記録   

ウ 看取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて利用者及  
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び家族の意向を把握し、それに基づくアセスメント及び対応の経  

過の記録  

④ 訪問看護においてターミナルケアを実施中に、死亡診断を目的と  
して医療機関へ搬送し、二四時間以内に死亡が確認される場合等に  

ついては、ターミナルケア加算を算定することができるものとする。  

上皇旦と 主治の医師の特別な指示があった場合の取扱い  

利用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要があ  

る旨の特別指示（指定訪問看護ステーションにおいては特別指示書の  

交付）があった場合は、交付の日から一凶日間を限度として医療保険  

の給付対象となるものであり、訪問看護費は算定しない。なお、医療  

機関の訪問看護の利用者について、急性増悪等により一時的に頻回の  

訪問看護を行う必要があって、医療保険の給付対象となる場合には、  
頻回の訪問看護が必要な理由、その期間等については、診療録に記載  
しなければならない。  

止n 介護老人保健施設及び介護療養型医療施設を退所・退院した目の訪  

問看護の取り扱い  

介護老人保健施設及び指定介護療養型医療施設を退所・退院した目  

については、第二の1の（3）に関わらず、厚生労働大臣が定める状態（二  

十三号告示第四号を参照のこと。）にある利用者に限り、訪問看護費  
を算定できることとする。  

なお、短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）におい  

ても同様である。  

（18）叶ビス提供体制強化加算  

① 3（6）①から⑥までを参照のこと。  

②澱月の末日時点における勤続年数をいうも  

のとする。榔月における勤続年数三年以  

上の者とは、酔卜一日時点で勤続年数が三年以上  

である者をいう。  

③働こ加  

え、同一法人の経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉  

施設等においてサービスを利用者に直接提供す争職員として勤務し  

た年数を含めることができるものとする。  

5 訪問リハビリテーション費  

（1）算定の基準について  

① 訪問リハビリテーションは、指示を行う医師の診療の日（介護老人  

び家族の意向を把握し、それに基づくアセスメント及び対応の経  

過の記録   

④ 訪問看護においてターミナルケアを実施中に、死亡診断を目的と  

して医療機関へ搬送し、二四時間以内に死亡が確認される場合等に  

ついては、ターミナルケア加算を算定することができるものとする。  

止迫 主治の医師の特別な指示があった場合の取扱い  

利用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要があ  

る旨の特別指示（指定訪問看護ステーションにおいては特別指示書の   

交付）があった場合は、交付の日から－四日間を限度として医療保険   

の給付対象となるものであり、訪問看護費は算定しない。なお、医療   
機関の訪問看護の利用者について、急性増悪等により一一時的に頻回の   

訪問看護を行う必要があって、医療保険の給付対象となる場合には、   

頻回の訪問看護が必要な理由、その期間等については、診療録に記載  

しなければならない。  

吐吐 介護老人保健施設及び介護療養型医療施設を退所・退院した日の訪  

問看護の取り扱い  

介護老人保健施設及び指定介護療養型医療施設を退所・退院した目   

については、第二の1の（3）に関わらず、厚生労働大臣が定める状態（二   

十三号告示第凶号を参照のこと。）にある利用者に限り、訪問者護費  

を算定できることとする。  

なお、短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）におい  

ても同様である。  

5 訪問リハビリテーション費  

（1）算定の基準について  

① 訪問リハビリテーションは、指示を行う医師の診療の日（介護老人  
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岬「霊  

保健施設の医師においては、入所者の退所時あるいはその直近に行っ  
た診療の日）から一月以内に行われた場合に算定する。別の医療機関  

の医師から情報提供を受けて、訪問リハビリテーションを実施した場  
合にはi情報提供を行った医療機関の医師による当該情報提供の基礎  

となる診療の目から一月以内に行われた場合に算定する。   

保健施設の医師においては、入所者の退所時又は当該老人保健施設で  

行っていた通所リハビリテーションを最後に利用した日あるいはそ  

の直近に行った診療の日）から一月以内に行われた場合に算定する。  

別の医療機関の医師から情報提供を受けて、訪問リハビリテーション  

を実施した場合には、情報提供を行った医療機関の医師による当該情  

報提供の基礎となる診療の日から一月以内に行われた場合に算定す  

る。   

② 訪問リハビリテーションは、利用者又はその家族等利用者の看護に   

当たる者に対して一回当たり二○分以上指導を行った場合に⊥二塾長  

六回を限度として算定する。   

③ 事業所が介護老人保健施設である場合にあって、医師の指示を受け  

た理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、利用者の居宅を訪問し  
て訪問リハビリテーションを行った場合には、訪問する理学療法士、  

作業療法士又は言語聴覚士の当該訪問の時間は、介護老人保健施設の  

人員基準の算定に含めないこととする。なお、介護老人保健施設によ  
る訪問リハビリテーションの実施にあたっては、介護老人保健施設に  

おいて、施設サービスに支障のないよう留意する。  

（2）「通院が困難な利用者」について  

訪問リハビリテーション費は「通院が困難な利用者」に対して給付   

することとされているが、通院によるリハビリテーションのみでは、   

家屋内におけるADLの自立が困難である場合の家屋状況の確認を含   

めた訪問リハビリテーションの提供など、ケアマネジメントの結果、   

必要と判断された場合は訪問リハビリテーション費を算定できるもの   

である。「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサー  

ビスが担保されるのであれば、通院サービスを優先すべきということ  

である。  

② 訪問リハビリテーションは、利用者又はその家族等利用者の看護に  

当たる者に対して二○分以上指導を行った場合に算定する。  

③ 事業所が介護老人保健施設である場合にあって、医師の指示を受け  

た理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、利用者の居宅を訪問し  

て訪問リハビリテーションを行った場合には、訪問する理学療法士、  

作業療法士又は言語聴覚士の当該訪問の時間は、介護老人保健施設の  

人員基準の算定に含めないこととする。なお、介護老人保健施設によ  

る訪問リハビリテ ーションの実施にあたっては、介護老人保健施設に  

おいて、施設サービスに支障のないよう留意する。  

（2）「通院が困難な利用者」について  

訪問リハビリテーション費は「通院が困難な利用者」に対して給付   

することとされているが、通院によるリハビリテーションのみでは、   

家屋内におけるADLの自立が困難である場合の家屋状況の確認を含   

めた訪問リハビリテーションの提供など、ケアマネジメントの結果、   

必要と判断された場合は訪問リハビリテーション費を算定できるもの   

である。「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサー  

ビスが担保されるのであれば、通院サービスを優先すべきということ  

である。  

lユ   

（3） リ  ト加算  ハビリテーションマネジ メン   

ロ リハビリテーションマネジメこ／トは、利用者ごとに行われるケア  

マネジメントの一環として行われることに留意すること。  
リハビリテーションマネジ メントについては  以下のイからへま  

でに掲げるとおり、実施すること。  

イ 利用開始時にその者に対するリハビリテーションの実施に必要   

な情報を収集しておき、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴  

覚士、閻こおい   
て「関連スタッフ」という。）が多職種協働によりリハビリテー  
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冊：「ア  
些スメント」という。）（岬テ  

∵凋テ∵  

ション実施計画草ついては、御説明し、その  

同意を得ること。フ細、リ  

ハビリテーション実施計画に相当する内容を訪問リハビリテーシ   

ヨン計画の平に記載する場合昼、閲ビリテー   

シ嘩作球に代えることができるものとすること。  

早 必要に応じ、介護支援専門員を通して、他の居宅サービス事業  
所のサービス担当者に対して  リハビリテーションに関する情報伝  達（日常生活上卿  
居宅サ瑚行うこと。  

ハ 各利用者につい  て、概ね三月ごとに、リハビリテーションに関   
するアヤス冊ビリテーショ   

御者又はその家族に   

説明し潤ショ   

ニと芙施加算を算定している利用者について㈱らの退院   （所）日又卿   
ントとそれにもとづく評価そ行うこL  

三御前リハビリテー   

シ阜ンカンプアレ堺こ利用予定の   

居宅介聯事   

業所のサービス担当者等の参力咤・求めるこL  

ホ御者会議等を通じて、居各介護支   

援事業所の介護支援専門員や利用者の主治の医師に対してソニ旦  

リテ一明行うこと。  

二」旨定居宅サ嘩基準  （平成噸第19条   
に塀定するサーヒ瑚ハビリ   

テーション実施計画に従い医師の指示を受けた理学療法士、作業   

原法±ヌは肺J用者の状簡を定期的に記録する場合  
は、当該記録とは別に  リハビリテーションマネジメン  ト加算の算   

定卿  

ること。  

塾＿－リノ｝ブリテ」ションマネジメント加算は、リハビリテーション実  
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Ⅲ  

施計画原案を利用者又はその家族に説明し、その同意を得られた日  

から算定を開始するものとすること。  

（姐 集中的な訪問リハビリテーションについて  

集中的な訪問リハビリテーションとは、一週につき概ね三旦以上実  

施する場合をいう。  

＆ 集中的な訪問リハビリテーションについて  

集中的な訪問リハビリテーションとは、退院（所）堪   

上し二日当たり四○分以上、退院（所）日脚   
ら起算して一月以内の期間に行われる場合は一週につき概ね三旦以  

月を超え三月以内の期間に行わ斬つき概ね二日以上L   
一日当たり二○分以上実施する場合をいう。  

（4） 注2について  

立lこじ上進 

（5） サービス提供体制強化加筆について  

① 4（18）②及び＠を参照のこと。  

②㈱こ直接提供する理学療法±  
等のうち、勤続年数力瑚  

三、三上 

也 記録の整備について  

① 医師は、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対して行った  
指示内容の要点を診療録に記入する。  

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、リハビリテーション  

実施計画書の内容を利用者に説明し、記録するとともに、医師の指  
示に基づき行った指導の内容の要点及び指導に要した時間を記録に  

とどめておく。なお、当該記載については、医療保険の診療録に記  

載することとしてもよいが、下線又は枠で囲う等により、他の記載  
と区別できるようにすることとする。  

②リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、担当者  

等）は利用者ごとに保管され、常に当該事業所のリハビリテーショ  

ン従事者により閲覧が可能であるようにすること。  

6 居宅療養管理指導費  

（1） 医師・歯科医師の居宅療養管理指導について  

① 算定内容  

主治の医師及び歯科医師の行う居宅療養管理指導については、計  

画的かつ継続的な医学的管理又は歯科医学的管理に基づき、指定居  

宅介護支援事業者（指定居宅介護支援事業所に属し、利用者に居宅  

介護支援を・行う介護支援専門員。以下この項において「ケアマネジ  

ャー」という。）等に対する介護サービス計画（以下この項におい  

血 記録の整備について  

① 医師は、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対して行った  
指示内容の要点を診療録に記入する。  

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、リハビリテーション  

実施計画書の内容を利用者に説明し、記録するとともに、医師の指  
示に基づき行った指導の内容の要点及び指導に要した時間を記録に  

とどめておく。なお、当該記載については、医療保険の診療録に記  

載することとしてもよいが、下線又は枠で囲う等により、他の記載  
と区別できるようにすることとする。  

② リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、担当者  
等）は利用者ごとに保管され、常に当該事業所のリハビリテーショ  

ン従事者により閲覧が可能であるようにすること。  

6 居宅療養管理指導費  

（1） 医師・歯科医師の居宅療養管理指導について  

① 算定内容  

主治の医師及び歯科医師の行う居宅療養管理指導については、計  

画的かつ継続的な医学的管理又は歯科医学的管理に基づき、指定居  

宅介護支援事業者（指定居宅介護支援事業所に属し、利用者に居宅  

介護支援を行う介護支援専門員。以下この項において「ケアマネジ  

ャー」という。）等に対する介護サービス計画（以下この項におい  

【ヒ’   
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て「ケアプラン」という。）の策定等に必要な情報提供並びに利用   

者若しくはその家族等に対する介護サービスを利用する上での留意   

点、介護方法等についての指導及び助言を行った場合に算定する。  

なお、当該医師が当該月に医療保険において、「在宅時医学総合   

管理料」を当該利用者について算定した場合には、当該医師に限り   

居宅療養管理指導費・を算定する。  

② 「情報提供」及び「指導又は助言」の方法   

ア ケアマネジャー等に対する情報提供の方法  

ケアプランの策定等に必要な情報提供は、サービス担当者会議  

への参加により行うことを基本とする（必ずしも文書等による必  

要はない。）。  
当該会議への参加が困難な場合やサービス担当者会議が開催さ  

れない場合等においては、左記の「情報提供すべき事項」（薬局  

薬剤師に情報提供する場合は、診療状況を示す文書等の内容も含  

む。）について、原則として、文書等（メール、FAX等でも可）  

により、ケアマネジャー等に対して情報提供を行うことで足りる  

ものとする。  

なお、サービス担当者会議等への参加により情報提供を行った  

場合については、その情報提供の要点を記載すること。当該記載  

については、医療保険の診療録に記載することは差し支えないが、  

下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにするこ  

と。  

また、文書等により情報提供を行った場合については、当該文  
書等の写しを診療録に添付する等により保存すること。  

（情報提供すべき事項）   

（a） 基本情報（医療機関名、住所、連絡先、医師・歯科医師氏  

名、利用者の氏名、生年月日、性別、住所、連絡先等）   

（b） 利用者の病状、経過等   
（c） 介護サービスを利用する上での留意点、介護方法等   

（d） 利用者の日常生活上の留意事項  

※ 前記に係る情報提供については、医科診療報酬点数表にお  
ける診療情報提供料に定める様式を活用して行うこともでき  

ることとする。  

イ 利用者・家族等に対する指導又は助言の方法  

介護サービスを利用する上での留意点、介護方法等に関する指導  

て「ケアプラン」という。）の策定等に必要な情報提供並びに利用   

者若しくはその家族等に対する介護サービスを利用する上での留意   

点、介護方法等についての指導及び助言を行った場合に算定する。  

なお、当該医師が当該月に医療保険において、「在宅時医学総合   

管理料」を当該利用者について算定した場合には、当該医師に限り   

居宅療養管理指導費・を算定する。  

② 「情報提供」及び「指導又は助言」の方法   

ア ケアマネジャー等に対する情報提供の方法  

ケアプランの策定等に必要な情報提供は、サービス担当者会議  

への参加により行うことを基本とする（必ずしも文書等による必  

要はない。）。  
当該会議への参加が困難な場合やサービス担当者会議が開催さ  

れない場合等においては、左記の「情報提供すべき事項」（薬局  

薬剤師に情報提供する場合は、診療状況を示す文書等の内容も含  

む。）について、原則として、文書等（メール、FAX等でも可）  

により、ケアマネジャー等に対して情報提供を行うことで足りる  

ものとする。  

なお、サービス担当者会議等への参加により情報提供を行った  

場合については、その情報提供の要点を記載すること。当該記載  
については、医療保険の診療録に記載することは差し支えないが、  

下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにするこ  

と。  

また、文書等により情報提供を行った場合については、当該文  
書等の写しを診療録に添付する等により保存すること。  

（情報提供すべき事項）   

（a） 基本情報（医療機関名、住所、連絡先、医師・歯科医師氏  

名、利用者の氏名、生年月日、性別、住所、連絡先等）   

（b） 利用者の病状、経過等   
（c） 介護サービスを利用する上での留意点、介護方法等   

（d） 利用者の日常生活上の留意事項  

※ 前記に係る情報提供については、医科診療報酬点数表にお  
ける診療情報提供料に定める様式を活用して行うこともでき  

ることとする。  

イ 利用者・家族等に対する指導又は助言の方法  

介護サービスを利用する上での留意点、介護方法等に関する指導  

ー29－   



」■．i■L  

又は助言は、文書等の交付により行うよう努めること。  

なお、口頭により指導又は助言を行った場合については、その要  

点を記録すること。当該記載については、医療保険の診療録に記載  

することとしてもよいが、下線又は枠で囲う等により、他の記載と  

区別できるようにすること。  

また、文書等により指導又は助言を行った場合については、当該  
文書等の写しを診療録に添付する等により保存すること。   

③ 減算の取扱いについて  

居宅療養管理指導（Ⅰ）を算定する場合において、ケアマネジャー  

等に対する情報提供を行わない場合については、所定単位数から減  

算されることとなるム  

④ 算定回数について  

主治の医師及び歯科医師が、一人の利用者について、それぞれ月  
二回まで算定することができる。   

⑤ 算定目について  

算定日は、当該月の訪問診療又は往診を行った日とする。また、  
請求明細書の摘要欄には、訪問診療若しくは往診の日又は当該サー  

ビス担当者会議に参加した場合においては、参加日若しくは参加が  

困難な場合においては、文書等を交付した日を記入することとする。  

（2） 薬剤師が行う居宅療養管理指導について   

① 薬局薬剤師が行う居宅療養管理指導については、医師又は歯科医  
師の指示に基づき、薬剤師が薬学的管理指導計画を策定し、また、  

医療機関の薬剤師が行う場合にあっては、医師又は歯科医師の指示  

に基づき、利用者の居宅を訪問して、薬歴管理、服薬指導、薬剤服  
用状況及び薬剤保管状況の確認等の薬学的管理指導を行い、提供し  

た居宅療養管理指導の内容について、利用者又はその家族等に対し  

て積極的に文書等にて提出するよう努め、速やかに記録（薬局薬剤  

師にあっては、薬剤服用歴の記録、医療機関の薬剤師にあっては、  

薬剤管理指導記録）を作成するとともに、医師又は歯科医師に報告  

することとする。また、必要に応じて、指定居宅介護支援事業者等  

に対して情報提供するよう努めることとする。薬局薬剤師にあって  

は当該居宅療養管理指導の指示を行った医師又は歯科医師に対し訪  

問結果について必要な情報提供を文書で行うこととする。また、提  
供した文書等の写しがある場合は、記録に添付する等により保存す  

ることとする。  

又は助言は、文書等の交付により行うよう努めること。  

なお、口頭により指導又は助言を行った場合については、その要  
点を記録すること。当該記載については、医療保険の診療録に記載  

することとしてもよいが、下線又は枠で囲う等により、他の記載と  

区別できるようにすること。  

また、文書等により指導又は助言を行った場合については、当該  
文書等の写しを診療録に添付する等により保存すること。   

③ 減算の取扱いについて  

居宅療養管理指導（Ⅰ）を算定する場合において、ケアマネジャー  

等に対する情報提供を行わない場合については、所定単位数から減  

算されることとなる。   

④ 算定回数について  

主治の医師及び歯科医師が、一人の利用者について、それぞれ月  
二回まで算定することができる。   

⑤ 算定目について  

算定日は、当該月の訪問診療又は往診を行った日とする。また、  
請求明細書の摘要欄には、訪問診療若しくは往診の日又は当該サー  

ビス担当者会議に参加した場合においては、参加日若しくは参加が  

困難な場合においては、文書等を交付した日を記入することとする。  

（2） 薬剤師が行う居宅療養管理指導について   

① 薬局薬剤師が行う居宅療養管理指導については、医師又は歯科医  
師の指示に基づき、薬剤師が薬学的管理指導計画を策定し、また、  

医療機関の薬剤師が行う場合にあっては、医師又は歯科医師の指示  

に基づき、利用者の居宅を訪問して、薬歴管理、服薬指導、薬剤服  
用状況及び薬剤保管状況の確認等の薬学的管理指導を行い、提供し  

た居宅療養管理指導の内容について、利用者又はその家族等に対し  

て積極的に文書等にて提出するよう努め、速やかに記録（薬局薬剤  

師にあっては、薬剤服用歴の記録、医療機関の薬剤師にあっては、  

薬剤管理指導記録）を作成するとともに、医師又は歯科医師に報告  

することとする。併せて、利用者の服薬状況や薬剤の保管状況に問  
題がある場合等、その改善のため訪問介護員等の援助が必要と判断  

される場合には、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員及び必  

要に応じて関連事業者等に対して情報提供及び必要な助言を行うこ  

ととする。薬局薬剤師にあっては当該居宅療養管理指導の指示を行  

った医師又は歯科医師に対し訪問結果について必要な情報提供を文  
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